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１【提出理由】

 平成30年６月21日開催の当社第33期定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づき提出するものです。

 

２【報告内容】

(1）当該株主総会が開催された年月日 

平成30年６月21日 

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案 剰余金の処分の件

① 配当財産の種類

金銭

② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金10円  総額3,291,199,230円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月22日

 

第２号議案 取締役14名選任の件

 取締役として、中川 裕、楠本正幸、山澤秀行、篠原宏年、福井伸之、坂上智之、荻原 健、佐山義幸、畠中一

彦、鳥越 穣、小泉 浩、小松 章、谷川史郎および梶原全裕の14氏を選任する。

 

第３号議案 監査役２名選任の件 

 監査役として、山根 悟および有本武司の２氏を選任する。 
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(3）当該決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項 賛成 反対 棄権 賛成の割合 決議の結果

第１号議案 3,119,615個 855個 67個 99.84% 可決

第２号議案          

中川 裕  氏 2,878,905個 241,564個 67個 92.14% 可決

楠本正幸  氏 2,951,252個 169,218個 67個 94.45% 可決

山澤秀行  氏 2,963,561個 156,909個 67個 94.85% 可決

篠原宏年  氏 2,963,559個 156,911個 67個 94.85% 可決

福井伸之  氏 2,963,567個 156,903個 67個 94.85% 可決

坂上智之  氏 2,963,562個 156,908個 67個 94.85% 可決

荻原 健  氏 2,963,560個 156,910個 67個 94.85% 可決

佐山義幸  氏 2,963,567個 156,903個 67個 94.85% 可決

畠中一彦  氏 2,955,363個 165,107個 67個 94.59% 可決

鳥越 穣  氏 2,955,359個 165,111個 67個 94.59% 可決

小泉 浩  氏 2,955,332個 165,138個 67個 94.59% 可決

小松 章  氏 2,968,836個 151,634個 67個 95.02% 可決

谷川史郎  氏 2,929,233個 191,237個 67個 93.75% 可決

梶原全裕  氏 2,963,567個 156,903個 67個 94.85% 可決

第３号議案          

山根 悟  氏 3,051,284個 69,186個 67個 97.66% 可決

有本武司  氏 3,049,860個 70,610個 67個 97.61% 可決

（注）１．各議案の可決要件は次のとおりであります。

・第１号議案は、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。

・第２号議案および第３号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の三分の一以上を有する株

主の出席および出席した当該株主の議決権の過半数の賛成であります。

２．上表の「賛成」は本総会前日までの事前行使分に総会当日に確認できた一部の株主（当社の親会社および当

社の役員）の分を加算したものであります。

３．「賛成の割合」は本総会前日までの事前行使分と当日出席の株主分の議決権の合計に対する「賛成」の比率

であります。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

 本総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主（当社の親会社および当社の役員）から各議案の賛否に

関して確認できたものを合計したことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出

席の株主のうち、賛成、反対および棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。

 

以 上
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